
市域において、武力攻撃等から住民等の生命・身体及び財産を保護し、住民生活・住民経済に及ぼす影響が最小となる
よう、住民の避難、避難住民等の救援、武力攻撃災害への対処などの国民保護措置等を的確かつ迅速に実施できるよ
うにする。

平成28年度において国民保護計画及びマニュアルの改訂を行う。近年の世界的なテロ事件や北朝鮮情勢を踏
まえ、国民保護に関する施策は非常に重要であり、全国瞬時警報システム（J-アラート）を通じての防災行政無
線による避難情報の伝達や、安否情報のための安否情報システムの日常的な訓練等を行う。併せて市町村相
互応援体制の整備や関係団体との訓練を通じた危機管理対応力の向上をめざす。

今後の
方向性

安全で安心な地域社会を実現する危機管理
安全安心都市

施
策
の
大
綱

危機管理課

事業： 国民保護計画事業 1192

01

整理
番号

施策分野(節) 施　　　　　策まちづくりの目標(章)

01第4章

目

的

総合
評価

妥当性

効率性

有効性

施策に
対する
貢献度

A

市民の生命、身体及び財産を武力攻撃等から保護するための責務を果た
しており、大変貢献している。A

市民の生命、身体及び財産を武力攻撃等から保護するための責務を果た
しており、大変貢献している。

A
A

A

目

標

国民保護計画を現時点における法令や組織等に合致させ、実効性のある計画づくりを継続して進め、有事の際の市民
の生命・財産等の被害を最小限にする。

事業費（決算額）・財源

所管課

事業費（決算額）

総コスト

財
源
内
訳

平成27年度 平成26年度 増　減

平成27年度 平成26年度 増　減

職員数

再任用職員数

一般財源

4,404

3,629

0.10

0.00

3,629

0

0

0

一人あたり

世帯あたり 93

40

参
考

(円)

(円)

(人)

(人)

コスト情報・従事職員数

3,504

3,504

0

0

0

4,272

0.10

0.00

90

39

125

125

0

0

0

132

0.00

0.00

3

1

国府支出金

地方債

その他特定財源

事業の概要

評価

平成26年度

 (千円)

 (千円)

 (千円)

 (千円)

 (千円)

 (千円)

平成27年度

評
価
理
由

評
価
理
由

総合
評価

妥当性

効率性

有効性

施策に
対する
貢献度

B

A

A
A

B

人件費

公債費

内
訳

775

0

事業費（決算額） 3,629

768

0

3,504

7

0

125 (千円)

 (千円)

 (千円)
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